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研究成果の概要： 

日本は周囲を海で囲まれているため、国際貿易で陸路トラック輸送を使うことが不可能であ

り、たとえ近隣の国との貿易でも、航空輸送か海上輸送かの選択を迫られることになる。金額

ベースでは、現在、輸出入ともに 30％近くが航空貨物による貿易であるが、近年、日本周辺の

アジア諸国との航空貨物貿易では資本財の重要性が急速に増大している。これは、日本企業が

部品を海外に供給する場合でも、海外から部品類を調達する場合でも、航空輸送の効率が日本

の競争力に大きく影響することを示唆している。日本の製造業は高度な資本財生産においてま

すます強みを増しているが、日本における効率的な航空輸送システムは、今後の日本の機械工

業の生産性を大きく左右すると考えられる。 
 

本研究では、日本の貿易相手国別・品目別の貿易指数データベースの開発実績を基礎とし、
研究代表者が開発したソフトウェアを用いて 2005～2007 年分の日本の貿易指数データベース
を作成した。データベースは HS９桁コードでのデータであり、これを用いることで空輸によ
る資本財貿易に関わる数量指数、価格指数、金額が算出可能となった。  
 

これによって、これまでほとんど着目されてこなかった資本財貿易と航空輸送との関連に関
する定量的な分析を行った。品目別の航空貨物への依存度を見ると、資本財、特に電気・電子
機器での航空貨物への輸出入の依存度は、近年 70％近くに達している。単位重量当り単価との
関係では、輸出入ともに１kg 当り単価が 500 円以下では海上コンテナ貨物等がほとんどだが、
単価が 30,000 円を超えると逆にほとんどが航空貨物による輸送となるなど、両者の関係には
緩い相関関係があるが、これを定量的に把握した。こうした研究成果の一部は、平成２０年度
の通商白書にも図表と共に引用されている。 
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１．研究開始当初の背景 

1995-2000 年の５年間でも、日本の輸出金
額に占める空輸利用の比率は 19%から 27%に、
同輸入では 24%から 30%に急増している。空
輸による貿易というと、鮮度を要求される生
鮮食料品とか蘭などの切り花を想起する向
きもあるかもしれないが、これら食料品など
が空輸輸入に占める金額比率は３％にも満
たない。空輸による輸出入金額のうち、大き
なウェイトを占めているのは資本財であり、
日本の空輸輸出金額の 80％以上、空輸輸入金
額の 70%以上もが資本財貿易で占められてい
る。絶対額で見ても、日本の資本財の空輸貿
易は 95-2000 年に、輸出入とも２倍近くに急
増している。 
 

東アジアの経済は近年急速な発展を遂げ
てきたが、その急速な生産性の上昇から、日
本製品との競争の激化や生産の国際分業に
ついても議論されるようになってきている。
従来の日本の製造業は、必要な部品や投入財
の多くを国内で調達するフルセット型の産
業構造と言われてきた。国内に産業集積があ
ることが新たな技術を産む基盤を形成し、日
本のモノ作りの強さの源泉ともなってきて
いる。トヨタに代表されるようなジャストイ
ンタイムの生産方式もそうした集積された
国内産業のネットワークがあってこそ成立
する。しかし、昨今の国際貿易の進展はそう
した状況を許さなくなってきており、国内に
残すべき産業と国外から調達するべき産業
との間でネットワークをいかに効率的に形
成するかが、競争力の源泉になってきている。
いわば国際的なジャストインシステムの構
築が国際競争力の鍵である。特に資本財の場
合、部品等の調達・配送における正確な日限
が非常に重要になる。このため、資本財を中
心とする日本の機械産業に関して、その国際
貿易の実態を航空輸送や国内立地との関連
で実証的に分析することは極めて重要な課
題である。これは、今後の日本の機械工業の
国際競争力の強化や中国を初めとする対ア
ジア貿易を展望する上でも必要な要素にな
ってくると考えられる。しかし、資本財貿易
における空輸の重要性に関しては、これまで
あまり注意が払われてこなかった。 
 
 
 
 

２．研究の目的 
そこで本研究では、これまでほとんど注目

されてこなかった資本財貿易と航空輸送の
実態を明らかにする。 

 
日本の輸出の既に６割近くは資本財輸出

になっているが、部品を含む日本の資本財輸
出入は高付加価値なものが多く、資本財輸出
の 40％近く、同輸入の 70％以上は航空輸送
を用いた貿易になっている。本研究では、日
本の貿易相手国別・品目別の貿易指数データ
ベースを開発・構築し、これを駆使すること
で日本の資本財貿易における航空輸送につ
いて実証的な分析を行うことを目的とする。 
 
 
 
３．研究の方法 
研究代表者が中心となり開発したソフト

ウェアを用いて日本の貿易指数データベー
スを作成する。同時に、輸送手段別の貿易デ
ータを用いることで空輸による資本財貿易
に関わる数量指数、価格指数、金額が算出可
能となる。なお、作成したデータベースに基
づき特定の国・地域、品目に関する数量指数、
価格指数を算出するが、これらを算出する度
に、日本の輸出入品目分類の最小区分である
HS の 9 桁コード（輸出：約 5,900 品目、輸
入：約 7,500 品目）から積み上げる形で計算
処理を行う。 
 
また、こうしたミクロ的な貿易構造変化を

実物面から検討すると同時に、マクロ面から
のアジア太平洋地域の経済構造変化をも把
握しておく必要がある。97、98 年のアジア
通貨危機に見られたように、アジア太平洋地
域の貿易構造は、この地域の金融動向とも密
接な関係を持っているため、連携研究者は貯
蓄や投資行動など、貿易構造変化に関連する
金融面の検討も行う。 
 
 
 
４．研究成果 
 研究代表者が開発したソフトウェアを用
いて 2005～2007 年分の日本の貿易指数デー
タベースを作成した。また、このソフトウェ
アを空輸による貿易のデータを分析可能な
ように改定作業を行った。こうした改定ソフ
トウェアを用いることで空輸による資本財



 

 

貿易に関わる数量指数、価格指数、金額が算
出可能となった。 
 

これによって、資本財貿易と航空輸送との
関連に関する定量的な分析を行う基礎的な
条件が整った。 
 
 品目別の航空貨物への依存度を見ると、食
料等、工業用原料（化学工業生産品を除く）、
乗用車、二輪などでは無視できる程度だが、
資本財、特に電気・電子機器での航空貨物へ
の輸出入の依存度は、近年 70％近くに達して
いる。単位重量当り単価との関係では、輸出
入ともに１kg当り単価が500円以下では海上
コンテナ貨物等がほとんどだが、単価が
30,000 円を超えると逆にほとんどが航空貨
物による輸送となる。近年、日本の貿易では
周辺アジア諸国を中心に資本財貿易での航
空貨物貿易の重要性が顕著に増大している
が、これは、航空輸送の効率が日本の競争力
や機械工業の立地に大きく影響することを
示唆している。 
 

また、近年、石油価格が大きく変動してい
る。すなわち、2003 年以降、石油価格は傾向
的に上昇してきたが、2008 年に入ってからは
7月まで急上昇し WTI で 140 ドル以上をつけ
た後急落した。しかし、ピーク時に比較して
下がったとはいえ、90 年代までの水準から見
ると大きく上昇していることには違いはな
い。こうした石油価格の上昇は輸送コストの
上昇となって国際貿易に影響を与えること
が予想される。事実、P. Krugman はこの問題
を取り上げ、輸送コストの上昇は関税引き上
げと同じ効果を持ち、これまで戦後一貫して
拡大してきた世界貿易は縮小の方向へ動く
可能性があると警告している。本研究では、
最近の石油価格の上昇がどの程度輸送コス
トに影響を与えているのかを検証すると同
時に、特に、これが航空貨物貿易に与える影
響についても分析してみた。 
 
こうした航空貨物貿易で特に重要な意味

を持つのが資本財の貿易である。輸送コスト
の上昇は、資本財貿易における航空貨物貿易
の比率を低下させると考えられる。実際、日
本の資本財貿易に占める航空貨物貿易の比
率は、輸出で 2000 年の 44.4％から 2006 年に
は 38.3％に、輸入で同 72.5 から 62.2％にそ
れぞれ低下している。こうした資本財には、
完成品資本財だけでなく各種の部品も含ま
れるため、石油価格の 2003 年以降の傾向的
上昇や 2008年に入ってからの急騰と急落は、
航空輸送コストに直接的な影響を与え、日本
と周辺諸国との間の国際分業体制にも大き
な影響を及ぼすと考えられる。例えば、安い
賃金を使って生産しても、重量当りの単価の

小さな品目を分散された国際ネットワーク
の中で動かすことは徒にコストを上昇させ
る要因になる。高水準の石油価格が今後も続
けば、こうした品目では長期的に最終需要地
に近いところでの生産集積が進む可能性が
高い。一方、重量当りの単価の高い高付加価
値製品は、少々の輸送コストの上昇には影響
されず、国際分業が進展する。このように、
航空輸送コストの上昇は、日本の機械工業の
国際競争力や日本の対アジア貿易を展望す
る上でも極めて重要である。 
 
こうした研究成果の一部は、平成２０年度

の通商白書にも図表と共に引用されている。 
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